
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

米国 IRSの妥協納税提案のご紹介 

 

納税者は滞納している連邦税を全額支払うことができない場合、妥協納税提案を

申請することができます。この方式により、納税者は滞納している連邦税を全額返

済しなくても可能となります。本稿では、妥協納税提案申請の要件、必要な書類、

および手順について簡単にご紹介します。 

 

妥協納税提案を申請するには、納税者は以下の条件をすべて満たさなければな

りません。 

 

1． 納税者は連邦政府に要求されるすべての納税申告書を時間通りに提出した。 

2． 納税者は当該課税年度に要求されるすべての推定税額を納付した。 

3． 納税者又はその会社は公開破産手続きを行うことができない。 

4． 米国 IRS は納税者の案件を司法省に移管していない。さらに、納税者の税収

債務は裁判所が下したものではない。 

5． 納税者は税収債務を含む請求書を受け取った。さらに、妥協納税提案は当該

請求書に含まれる税収債務を最低 1つ以上含む。 

6． 納税者は申請する前に、解決されていない会計監査又は罪のない配偶者の

クレームをすべて解決する必要がある。 

7． 納税者の財産、権益、所得などは、彼が確実に連邦税を全額支払うことがで

きないことを証明する。 

8． 納税者は従業員を雇用している企業の所有者である場合、当該四半期に要

求されるすべての連邦税預金を納付する必要がある。 

 

妥協納税提案を申請する際に、納税者は以下の書類を準備する必要があります。 

 

1． Form 656（妥協納税提案）。これは納税者と米国 IRS との間の協定です。当

該協定は、納税者が滞納している連邦税の全額よりも少ない額を返済するこ

とを示します。この協定は 9 つの部分を含みます。主に納税者情報、当該提

案を申請する理由、支払方法、資金源、協定の条項、納税者の署名などが

含まれます。 
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2． Form 433-A(OIC)（給与所得者及び自営業者情報収集声明）。納税者は個人、自営業者、消費税に

対する個人責任を負う個人、またはパートナーシップに対する個人責任を負う個人である場合、こ

のフォームに記入する必要があります。このフォームは 10 つの部分を含みます。主に個人及び家

庭情報、給与所得者の雇用情報、個人資産情報、自営業者情報、自営業者商業資産情報、自営

業者の営業収入及び費用情報、納税者の署名などが含まれます。 

3． Form 433-B(OIC)（会社情報収集声明）。納税者は株式会社、パートナーシップ、または有限責任会

社である場合、このフォームに記入する必要があります。このフォームは 7 つの部分を含みます。

主に会社情報、会社資産情報、会社収入情報、会社費用情報、納税者の署名などが含まれます。 

4． 要求されるすべての補助書類。具体的な補助書類は、Form 433-A(OIC) 及び Form 433-B (OIC)の

最後に記載される書類リストをご参照ください。主に給与明細書、各収入源のコピー、最近 6～12

か月以内の損益計算書などが含まれます。 

 

妥協納税提案の申請は以下の 7つのステップを含みます。 

 

1． 情報収集（例：納税者財務情報、納税者の世帯の毎月の総収入及び平均支出情報など）。 

2． 納税者は個人である場合、Form 433-A(OIC)に記入、署名する必要がある。 

3． 納税者は法人である場合、Form 433-B(OIC) に記入、署名する必要がある。 

4． 要求されるすべての補助書類を添付する。 

5． Form 656（妥協納税提案）に記入する。 

6． 申請を提出する際に、選択する支払方法に基づき、納税者はその最初の料金及び 205 ドルの申請

費用を含める必要がある。納税者は低所得認証標準を満たす場合、いかなる支払いも行わないて

下さい。 

7． すべてのフォーム、書類、費用を米国 IRSの指定住所に郵送する。 

 

申請が米国 IRSによって承認された場合、納税者は次の事項を理解又は留意する必要があります。 

 

1． 納税者は Form 656 第 7 節に記載されるすべての協定条項を満たし（要求されるすべての納税申

告書の提出を含む）、且つ時間通りに推定税額及び連邦税額を支払う必要がある。 

2． 納税者が協定条項をすべて満たす前に、その滞納されている連邦税の留置権が取り消されること

はない。 

3． 妥協納税提案が承認される暦年には、期限日が切れる返金はすべて納税者の税収債務に使われ

る。 

4． 公共検査書類のコピーを請求することによって、公衆は妥協納税提案の情報を調べることができる。 

 

申請が米国 IRSによって拒否された場合、納税者は 30 日以内に申請拒否について上訴することができ

ます。Form 13711（妥協納税提案上訴請求）を提出することで上訴する必要があります。 
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参考： 

https://www.irs.gov/payments/offer-in-compromise 

https://irs.treasury.gov/oic_pre_qualifier/faces/OIC_Screen1.jsp 

https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/f656b.pdf 

https://www.irs.gov/pub/irs-pdf/f13711.pdf 

 

 

 

 

もっと詳細な情報や支援をご希望の場合は、下記のお問い合わせをご利用になってください。  

メール：info@kaizencpa.com,  

固定電話： +852 2341 1444   

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140  

Skype: kaizencpa 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 
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